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はじめに
１）問題意識
 日本における農業の現状

課題︓農業就業者の減少、高齢化、担い⼿不⾜

担い⼿の確保が必要

 専ら農業を営む者等による農業経営の展開⇒新規就農者
 望ましい農業構造の確⽴⇒農地流動化
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はじめに
２）⼈・農地プランとは︖
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①アンケート
の実施

対象地区内の耕地面積

の少なくとも過半につい

て、

・農業者の年齢

・後継者の有無等

をアンケートで確認する

②現状把握

５年～１０年後に後

継者がいない農地の

面積を「見える化」 し、

話合いの場で活用

③中心経営体への農
地集約化に関する将

来方針の作成

農業者、自治体、農

業委員会、JA、土地

改良区等の関係者

による徹底した話合

いの実施

地図化 話し合い

⇒③で作成された将来方針の実行

⇒担い手への農地集積が進む

資料：人・農地プラン（農水）を参考に作成

第１図 「⼈・農地プラン」実質化のプロセス



はじめに
３）都市近郊農業の特徴

・兼業農家が多い
⇒農地流動化による規模拡⼤を志向
する経営体が少ない

・⼈⼝の多い盛岡市に隣接
⇒施設園芸による参入が多い

農地の出し⼿と受け⼿のニーズは、どの
ようになるのか︖
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既存研究の整理
１）農地集積が進まない理由

資料︓農林⽔産省経営局構造改善課「平成16年度担い⼿への農地利⽤集積に関する実態調査」を参考にした。

担い手側の阻害要因

出し手側の阻害要因

・農業所得が不安定

・農産物の価格が不安定

・農地が分散している

・農地の資産保有意識が

高い

・兼業農家が農地を手放

さない

0 20 40 60 80

農業所得が不安定

農産物の価格が不安定

農地が分散している

集落内に担い⼿がいない

農地の資産保有意識が強い

兼業農家が農地を⼿放さない

基盤整備ができていない

不在村地主が増加

農地の出し⼿が少ない

出し⼿が相⼿を選ぶ

その他

第２図 担い⼿への農地集積が進まない理由
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既存研究の整理
２）日本の農地集積の現状

隣接農地を貸してくれる人がいないため、
隣接しない農地でも引き受けざるを得ない

出し手の直接の依頼があるため、
隣接しない農地でも引き受けざるを得ない

集落内に自分以外の担い手がおらず、
隣接しない農地でも引き受けざるを得ない

他の担い手等との競争があり、
隣接農地を手放さざるを得ない

その他

資料：農林水産省「平成18年度農地の面的集積に関する市町村実態調査」を参考に作成

第３図 ⾯的集積についての担い⼿の意識



分析方法
 農林業センサスや東北農政局、岩⼿県な

どの統計データを⽤いた分析
滝沢市の農地集積の現状・課題を把握

 滝沢市で⼟地利⽤型農業（稲作）を⾏っ
ている中心経営体への聞き取り調査

今後担い⼿への農地集積を進めていく
ために必要な条件・支援について検討
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調査対象地の設定
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都市近郊農業 ⼟地利⽤型農業

広い農地を必要と

しない施設園芸に

よる参入が多い

＝稲作

→ある程度の農地

がなければ効率的

な経営が難しい

ハードル
が高い

⇒滝沢市（都市近郊地域）で、稲作（⼟地利⽤型
農業）で成功している新規参入者の実態を調査



事例地域の農業構造の特徴
１）農業構造の基礎指標

第１表 事例地域の農業構造の基礎指標

農業構造（％）
⽔田率 52.8
稲作単⼀経営 66.3

規模の特質（a）
※農業経営体1⼾当たり

経営耕地⾯積 353.8
⽔田⾯積 191.3
畑⾯積 227.6

農家就業構造、
農地所有者の構成（％）

農業就業⼈⼝率 39
農業従事率 79

うち基幹的農業従事者率 45
2種兼業農家率 66.3
⾃給的農家率 5.4

資料︓農林⽔産省「2015年農林業センサス農業集落カード」より作成



事例地域の農業構造の特徴
１）事例地域の農地流動化、経営展開の指標
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第２表 事例地域の農地流動化、経営展開の指標

農地・作業の流
動化（％）

借入耕地率 18
貸付耕地率 10
⽔田借地率 12.82
作業受託率 4.3

農地・農業の担
い⼿

（販売農家）
⾯積割合（％）

階層 （⼾） （％）
10ha〜 4 4.6
5.0〜10.0 3 3.4
3.0〜5.0 15 17.2
2.0〜3.0 25 28.7
1.0〜2.0 25 28.7
〜1.0 15 17.2

合計 87 100

資料：農林水産省「2015年農林業センサス農業集落カード」より作成
高齢農家のリタイアに伴い、突然農地が急増する可能性あり



主な結果

 農業構造の特徴
 事例地域の農地の集積状況
 事例地域のマスタープランの概要
 事例の中心経営体の農地集積ゾーニングと農

地・作業⾯積割合
 事例とした中心経営体の農地集積に関する現

状認識
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⽔田率 52.8 借入耕地率 18.4
稲作単⼀経営 66.3 貸付耕地率 9.9

⽔田借地率 12.8
経営耕地⾯積 353.8 作業受託率 4.3
 ⽔田⾯積 191.3 階層 （⼾）（％）
 畑⾯積 227.6 10ha〜 4 4.6
農業就業⼈⼝率 38.5 5.0 〜 10.0 3 3.4
農業従事率 79.4 3.0 〜 5.0 15 17.2

2.0 〜 3.0 25 28.7
1.0 〜 2.0 25 28.7

２種兼業農家率 66.3 〜1.0 15 17.2
⾃給的農家率 5.4 合計 87 100.0

    データを⽤いた。表は細山(2017）を参考にした。

    占める経営体で稲作である経営体。
   ４）⾃給的農家率は、総農家数から販売農家数を除して求めた。

  ３）稲作単⼀経営は、農産物販売⾦額１位部門の販売⾦額が、総販売⾦額の８割以上を

45.1

資料︓農林⽔産省「2015年農林業センサス農業集落カード」より作成した。
注︓１）事例地域は、⽔田・畑作地域と酪農地帯に分けられる。分析に当たり⽔田・畑作地域の

  ２）⽔田率は、経営耕地総⾯積に占める田の⾯積割合。

第３表 事例地域の農業構造の特徴
農業構造の基礎指標 農地流動化、経営展開の指標

農業構造
（％） 農地・作業の

流動化（％）
規模の特
質（a）

農業経営体１⼾当たり

農地・農業の
担い⼿（販売
農家）⾯積割

合（％）

農家就業
構造、農
地所有者
の構成
（％）

農業従事者のうちの
基幹的農業従事者率
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④合計
集積
率

中心経営体
現状の

経営⾯積
農業者数

貸付等予
定⾯積

②＋③ ④/①

（ha） （経営体） （ha） （⼈） （ha） （ha） （％）
事例地区 465.8 32 195.79 42 42.5 238.3 51.2
A地区 84.9 19 41.08 20 8.0 49.1 57.9
B地区 49.1 16 21.51 10 4.2 25.7 52.4
C地区 190.7 36 93.9 47 25.0 118.9 62.3
D地区 606.6 32 334.64 20 51.1 385.8 63.6
E地区 201.8 20 85.99 14 18.5 104.5 51.8
F地区 590.4 31 233.99 43 65.8 299.7 50.8
資料︓事例地域のホームページより作成

第４表 事例地区の農地の集積状況

①地区内
農地⾯積

②近い将来の
農地の受け⼿

③近い将来の
農地の出し⼿

注︓地域農業マスタープランは、14地区で作成している。このうち、「実質
化」されたと⾏政が判断した7地区について公表されている。



第５表 事例地区のマスタープランの概要
2012（h24） 2012→2017

構成員と耕地 現状 計画 実績 2012=100
農家⼾数 （⼾） 126 116 92.1
農業就業⼈⼝ （⼈） 370 254 68.6
認定農業者数 （⼈） 30 30 100.0
中心経営体 （⼾） 33 35 106.1
 中心経営体
への集積率

（％） 44 60 51.2 116.4

耕地⾯積 （a） 46,146 46,580 100.9
 田 （a） 21,236
 畑 （a） 24,910
資料︓事例地域の⾏政資料より作成。

2017（h29）
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2012年 2019年 2020年 目標
（新規就農）

経営耕地⾯積 3.7ha 7ha 12ha 20ha以上

 集積率（％） 2.3 4.4 7.5 12.4
 集積先
 圃場区画
 ⾃作地
 借地 3.7ha 10ha 12ha 20ha以上
 作業受託 n.a. n.a. n.a. する
資料︓2020年10月13日事例調査結果より作成。
注︓事例地区の田の⾯積は、161ha（2015年）である。

第６表 事例の中心経営体の農地集積ゾーニングと
農地・作業⾯積割合

当該地区における事例の農地・作業⾯積割合（％）

地区内
10a区画中心

0ha
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⑴農地集積の考え方

資料︓2020年10月13日事例調査結果より作成。
注︓事例地区の田の⾯積は、161ha（2015年）である。

・２〜３キロ圏内で作業をしたいと考えている。２〜３キロ県
内なら農地集積がされると予想される。
⑵⼟地・地域の条件
・10a区画の細かい農地が多い。障害者は、逆に細かい農地の
方がやりやすいようなので、特に困っていない。
⑶ソーシャル・キャピタル
・各地域で座談会を開いて、農地の出し⼿の意向を聞くことか
ら始めるのがいいと思う。農地の出し⼿は、地域農業のあり方
を考えるきっかけになると思う。

第７表 事例とした中心経営体の農地集積に関する現状認識



調査対象者の農業経営の概況と今後の展望

現在（就農8年目） 将来

労働⼒
基本1⼈

繁忙期（草刈り、収穫など）は、ひだまり
農園で働く障がい者を労働⼒として雇⽤

・2021年の春から障がい者を社員として雇
⽤する予定
・地主、兼業農家をパートもしくは社員と
して雇⽤する予定

生産品目 米 米（継続）
主な出荷先 焼肉店、⼤学、社員食堂、福祉施設等 今後も継続すると予想される

規模 12ha 20ha以上（10年後は100ha規模も想定）

圃場条件
10a区画の細かい農地が多く作業が⼤変
→障がい者は区画が細かいほうが作業への
やりやすさを感じるという利点あり

今ある農地の2〜3㎞圏内を予定している

農地確保の
プロセス

全て依頼による集積
就農１年目に経営していた育苗センターの
依頼先の農家が倒れ、「作業をしてくれな
いか」と頼まれる。それがきっかけとなり
２年目で⽔稲作を開始。

今後も依頼により⾃然と集積することが予
想される

調査対象者の農業経営の概況と今後の展望

資料：2020年10月13日事例調査結果より作成

マーケットイン



考察
①周辺農家との信頼関係の構築

農地貸付のリスクが低いと判断
②契約先への段階的な品目の供給

契約品目︓⼤根⇒ネギ⇒米
③他事業との連携によるマイナス要素の補填

農業×福祉
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安定経営⇒農地集積



いつまで続けるか
どのタイミングで離農するか

農地を拡大したい
農地を貸してくれる人はいないか

高
齢
農
家

担
い
⼿

座談会の開催座談会の開催

農地集積の第一歩

考察︓今後求められる取り組み

地主に農地のリタイアの

タイミングは聞きにくい

高齢農家が互いの

意見を共有することで、

考えるきっかけに

高齢農家の離農への

考えを知るきっかけに

離農のタイミングを

考えるきっかけがない

図4︓⾯的集積に向けた取り組みの考案

資料：2020年10月13日事例調査結果より作成



残された課題

 米価が下がることが予想される中、
稲作による規模拡⼤を図ることを可
能にする収益構造を明らかにする必
要がある。

 農地の出し⼿と受け⼿の関係を地域
内のソーシャル・キャピタルとして
捉えた分析が必要となる。
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